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福祉割引運賃制度は
高齢者の移動を自由にするのか

ーイングランドの高齢者のパス運賃無料化を中心に一

広島市立大学同際学部教授寺田英子

同じめに

2011年の通常l司会で交通基本法案が議論され

る予定となり、移動権という耳慣れない権利に

世間の関心が寄せられつつある O アカデミック

な平等論が流行る兆しが見られるが、この穂の

議論を公開講座等で盛んにすることは、啓蒙的

な意味合いで良いことと筆者は考えている。

しかし、人々にとって重要なのは移助問=の基

本(10な考え方を知ることよりも、 rl;ljiij~Ì'f ヒが急速

に進み、窮迫する地方財政のもとで μ;lt~. のとと ií5

交通を維持していかなければならないという現

実に向き合うことであろう。元気な高齢者の移

動の手段をどのようにして確保していくかとい

うことは、洋の東西を問わず、どの自治体にとっ

ても重い課題である。

本稿では、わが国で、敬老パスとか敬老(1~待)

乗車と呼ばれている高齢者を対象とした討fJ!

運賃市IJ)立について、イングランドの事例を紹介

し、社会的に重要だが財政的に維持することが

圃難なパスサーピスへの補助について考えてみ

たい。限られた予算をどのような公共交通サー
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ピスに使うのが適切なのか、地域住民の合意を

つくる手続きという点でイングランドの事例が

多少とも参考になるかもしれない。

1. r社会的包摂Jと公共交通サービス

人々が家族、職場、地域社会、国家などのネッ

トワークの中で生活する時には怯ヤな形で連携

が生まれる。ヨーロァパで1990年代に政治課題

化した社会的排除という現象は、個人と社会と

の連携が何らかのま111山で断ち切られ、場合に

よってはコミュニティー全体が祉会から孤立し

てしまう状態とされた。その結果、雇用、医療、

教育等へのアクセスが極端に不足して生活が困

難になる可能性がある。深刻な場合には、これ

らの社会問題が親から子へ、世代にわたって継

承されることも考えられる。

いったい、誰に社会的排みが生じているので

あろうか。フランスにおいて社会的に排除され

た人々と言えば、もともとは凶家の社会保障制

度を適用されない人々のことを指すとされてい

た。その後、大都市の外延部で生じる社会照題

との関連で社会的排除がとらえられ、失業して
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社会に反!惑を抱く若者屈を指すようになった。

イングランドでは90年代末に、労働党の政治家

が社会的排除とL寸言葉を使う場合には、報酬

をともなう仕事から排除された人々のことを指

していた。

どのような対策が必要とされるのか。社会的

排除の解消、これを言い換えて、社会的包摂の

促進ということを扶く向平釈すれば、失業rpの

人々をおもな政策ターゲットとして、相会活動

に参加させるための様々な政策を講じることが

考えられる。これは、 1990年代以降アメリカや

ヨーロッパで公的扶助に依存した'-1'活から脱却

させるため経済的困窮家庭や若年失業者に

を促す社会政策が施行されてきたこととも

する乙

イングランドの労働党が政椛を L た1996

年から、社会参加を促進するための取り組みが

具体化し、 97年には、副首相J{.Jに社会的1m泳部

門 (SocialExclusion Unit) という組織が設け

られた。 SEUによれば、社会的排除が発生し

た原因は「歴史的にみて、人々にとって主要な

サービスや職場にたどり着けるように配慮する

ことに責任を持つ組織がなかった。その結果、

アクセシピリティに十元、なj主主;を;)1、うことなく

サービスが配置されたこと」にあると指摘す

る o

公共交通サービスとの関連では、どのような

水準のサービスを誌に供給すれば、いかなる困

難が解消されるのであろうかつ交通省 (2004)

の 7社会的排訟と公共交通の供給L では、地域

交通における社会的排除を絶対的投!宇!とは異な

る相対的貧困としてとらえJある人々やグルー

プが、その地域社会ではう普通とdill:われるような

活動に参加で、きない状態」と定義している三

しかし、公共交通サービスが不寸分なために
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相対的貧亙の;犬況に置かれている個人を見つけ

出すことは非常に難しし、つイングランドには質

問研究の膨大な蓄積があり、社会経済的に荒廃

した地域に関する統計データと指標が整備され

ている。それでも、相対的貧困者とおぼしき人々

を見つけ出すのは容易なことではない。という

のも、その地域社会では普通と思われるような

活動を特定できないからであるの

一方で、年齢や健康状態、経済状態の点で相

対的貧困者となる可能性の古品、 .rt:jmiì~才を対象と

した公共交通サービスの運賃割引ilJlJJ立は r1jくか

ら自治体が運営してきた。社会政策の分野で百

うところの現物給付だが、これにより出始佐が

社会との関わりを続けられるよう助けてきた。

2. イングランドの福祉割引運賃制度の

歴史

(1) 1985年交通法

社会政策として必要な公共交通サービスを任

保するための制度的なイノベーションは、 1968

年交通法に初めて定められた。その後、 198511'.

交通法第93条に自治体が福祉 jii'Jij I Jlli抗

(concessionary fares) を適用する権 IU~が規定

されたコこれに基づいて、日本の県に相当する

カウンテイ(countyア)、日本の市に相当するディ

ストリクト (district)、1991年地方政J{Ji去に基

づきカウンティー(county)から独立した([-[ 

本の県に相当し、政令市に近い行政体である)

ユニタリー (unitary)、およびディストリクト

の広域連合である PTE(Passengcr Transport 

Executives)に対して、高齢者とi草害者のロー

カルなパスサービスの利用に害1.51運賃を適用す

る裁量的権限が与えられた。各1-'1治体では独自

の福祉割引運賃制度(93条スキームと 11子ばれる)

を定め、その制度に参加するパス事業者に対し
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て|叶制度の適用者のトリップについて運賃を支

払った。

1985年交通法に基づき、ディストリクト、ユ

ニタリ一、およびPTEが福祉劉日|運賃制度を

設ける場合には、次のことを定める裁量を持

てコ。

-福祉割引運賃の種類(定額、無料、半額、プ

リベイド・トークン3など)

-割引が適用される旅客の要件

-割引が適用される時間帯と地域

.運賃償還のための算定式

・パス事業主?との運賃支払いに関する取決め

(2i ローカル・パスの運賃半額化、そして無料

化ヘ

2000年交通法において、自治体はその行政区

内で、オフピーク時に福祉割引運賃の対象者の

運賃を半額以下にすることが規定された。 2001

年に、イングランド政府は各自治体の組職内に

設けられた旅行逆賃割引局 (TravelConcession 

Authorities、u、下ではTCAとする)が少なく
とも半額運百を、行政区内の60歳以上の高齢者

と|喧害者に対して適用することを法定義務とし

た。

その後、法定のミニマム福祉割引j単貨が大幅

に拡接されたのは2008年4月である。イングラ

ンド内のすべてのローカル-パスサービスにつ

いて、高齢者・障害者のオフピーク時(週日は

午前9時半から午後11時まで、週末と祭日は一

日中)のローカル・パスの利用については無料

とすることが定められた。

適用年齢は、現在、女性の国民年金受給年齢

と同じになるよう段階的に引き上げられてい

て、 2020年には男女とも国の年金受給年齢と同

じ65歳となる。

2009年4月現在で、同市Ij度の有資格者はイン
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グランド全体で約1，100万人、政府が支出する

年聞の補助額(楕祉割引に対する運賃の償還額)

は101意ポンドを超えるとされている。政府から

ロンドン市を除く向治体に交付される年間の収

入補助額の約3分の iにあたる O なお、国の補

助対象とならないローカル・パスや乗合タク

シーサービスについては、自治体が独自の財源

を充てている。

3. 自治体が直面する困難

(1 ) 福祉割引運賃の償還額の算定

パス事業者に対して、高齢者・阻害者に無料

でローカル・パスのサービス供給をさせるとい

うことは政府による大がかりな市場介入を意味

する。そのため、その根拠を示すとともに適切

な運賃の支払い(ここでは償還と呼ぶことにす

る)を行なう必要がある。

政府による法定の揺祉割引運賃の償還につい

ては、このスキームに参加する事業者を「儲け

もしなければ損もしない (neithcrbetter nor 

worse off) J状態におくことが制度の根底にあ

る考え方である。これは、 EUの規制により償

還取り決めにより事業者に隠れた補助金を支給

することが禁じられているためでもある。

しかし、 1985年交通法が制定された当時は、

福祉割引述貨という制度の普及が最優先された

ため、償還)J法、および割引運賃によりどれぐ

らい旅客が増加するか(誘発率)、そして「儲

けもしなければ損もしないj状態がどのような

考え方なのかについてはllji味にされていた。

(2) 元気な高齢者の交通行動を推計する

高齢者・障害者への福祉割引述賃が半額から

無料になった場合、短距離の移動が誘発される

ためローカルのパスサービスへの需要が増加す

るとイングランド政府は想定していた。問題は、
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どれぐらい増加するのか、ということである。

これらのトリップに適用する普通運賃(通常

は平均運賃)、および運賃割引が利用できるよ

うになったために生じた追加的なトリップ数を

各自治体の TCAが推計する必要がある。「儲

けもしなければ損もしない」状態とは、もし政

府あるいは自治体の運賃割引スキームが何も無

かったとしたら、普通運賃あるいは半額の割引

運賃を払っていたであろうと推測される旅客が

どれぐらいいたかを推計し、その運賃分を事業

者に対して償還することと交通省が説明した。

高齢者のなかには、司頃は自家用車を使って

いるが、運賃が無料なら公共交通を使うという

人々がし、る。その一方で、日々の生活に不可欠

だから有料でも利用するという高齢者もいる。

政府の補祉割引制度は後者のタイプを想定した

スキームである。あわせて、事業者が割引運賃

スキームに参加することによって新たに負担し

た管理費用等も TCAが償還しなければならな

しミ。

償還額は、まったく運賃割引が適用されな

かったとしたら、高齢者・障害者と事業者がど

のように行動したであろうかという想定によっ

て大きく交わる。実際には、償還額に関して事

業者から交通省へ寄せられるクレームの大半

が、このような手法による運賃償還に関する簸

義である。

割引運賃の導入によるトリップの発生に関し

ては、 Ryeand Carreno (2008)によれば運賃

が無料となるスキームの場合は誘発率が1.6(割

引によるトリッフ。の昭加率が6096)、均一運賃

になるスキームの場合は1.35、半額となるス

キームの場介は1.32であった。また、都市部の

誘発率の計測は、運賃が無料となるスキームの

場合は1.5から2.2、均一運賃になるスキームの
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場合は12から1.9、半額となるスキームの場合

は1.2から1.5であった。

もっとも、現実にはスキームの逆営主体であ

る日治体とパス事業者との相対交渉で成立する

金額が償還額になると Headicar(2009)は指摘

する。そもそも、自治体とパス事業者ではスター

テイング・ポイントが異なる。自治体は「儲け

もしなければ損もしないj原則に従って噴還す

る責務があるが、事業者にそのような考え方が

適用する訳がない。 1985年交通法によりパス市

場が完全に自由化されたイングランドでは、高

齢者・ 1;殺害者を対象とした運賃割引に関する議

論が活発に展開されてきた感があるが、交通省

に寄せられる償還に関わる事業省 lHIJのクレーム

がそれを後押ししてきたのかもしれない。

(3) 財政支出の歯止めが利かない制度

福祉割引運賃制度は、日本と同様にイングラ

ンドにおいても、高齢者に非常に人気がある制

度である。そして、自治体が一度この制度を導

入すると、それに対する財政支出に菌止めをか

けることが政治的に難しいという点も共通して

いる O つまり、福祉割引運賃のコストは敬老優

待証の保有者が行なうトリップ数の増加ととも

に膨らむ。ローカルなパスサービスは無料であ

るから、体力と気力のある前期高齢者は大いに

パスを利用して行動範囲を一気に広げるかもし

れない o

さらに、ロンドン以外の地域ではパス事業者

ば福祉割引を適用しない普通運賃の償ヒげが自

由にできる。次に予想されることは、儲けが少

ない事業者が普通運賃を値上げし、その結果、

普通運賃が適用される旅客の需要が減少する一

方で、福祉割引運賃の償還額は増加するという

ことである。イングランドのようにパス市場が

自由化された悶において福祉割引運賃制度が財
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南西イングランドのデポン・カウンティー、ホニトンの街角で
(2006年筆者撮影)

写真1

政調整の手段として運用されている O政的に維持で、きるかどうかは、高齢者の交通行

福祉割引運賃制度の運用にあたり政府が関心

を寄せるのは、自治体との間の財源と権限の配

分である。交通省は2009年にディストリクト(市

(県)に権曝と財源を配分区)からカウンテイ

しi査すことを提案した。 2001年に法定でミニマ財源と権躍の配分)
 
-(
 

ム半額運賃とすることに社会の合意を得た後、イングランドにおける高齢者の運賃燕料化

8年間にわたり順調に法定の運賃割引制度を運

用してきたこと、その間の怜限と財源はもっと

も住民に近い行政体であるデfストリクトに与

えられてきたこと、ディストリクトの方が住民用されたところで、地域の公共交通が快適に利

ニーズにきめ細かく対応できることを考える用できる状態が維持されなければ意味がない。

これを取り上げてカウンティに移すことがと、それには、自治体に財源と交通計画を策定する

行政的により優れた解決策であるとは直ちに言権限と技能が必要となる O

しミ難し、。イングランドの指財源といろ点からみると、

あわせて、福秘書IJヲ運賃制置を運用するためフォーミュラー・グ祉割引運賃flilJ度の財源は、

の財源はかなりの部分を一括補助という形をと( I三l治体により管理されている部分)、ラント

るため、政府からディストリクトに与えるか、および特定補助(交通省により管理されている

の2つから成る。前者は一括補助という こ701..らそれ，ともカウンテイに与Aえる治、により、日1;分)

の|辺治体の公共交通サービス以外の行政サービ

スに予想外の影響が生じる可能性がある。
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動に深く関わる O

4.社会政策的な公共交通サービスを地
域交通計画に組み込む

は、その予算規模と利用者数からみて公共交通

のあり方に大きく影響を与えるものであろうつ

しかし、いかに充実した制度が政的によって逗

形をとり、わが政府の普通交付税制度と同じく、

地域需の極端な財政力格差を是正するための財
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(2) 包括補助金化という手法

政府が画一的に税額や税率を定め地方が供給

する行政サービスをコントロールする財政の仕

組みを考えると、政府から地方へ交付される補

助金は、その使途を特定しない定額の補助企で

ある一般定額補助金と、使途を特定して地方の

歳出の一定割合を交付する特定定率補助金の2

つのタイプに分けることができる O わが国の地

方lけ政システムで言えば、一般定額補助金にあ

たるのが地方交付税交付金、特定定率補助金に

あたるのは国庫支出金である。

地域交通分野において、イングランドの地域

交通計画制度では包括補助金が大規模に迩JI1さ

れてきた。これは一般定額補助金と特定定手補

助金がそれぞれ持つ長所と短所を鑑みて、{吏途

を大枠で定め、その枠内では使途を細かく市1.1隈

しない運用を行なうという形の補助金である。

地域交通計画制度の第2期にあたる2006年以降

は、包括補助の範囲が狭められる傾向にあり、

地域開の財政調整が強められつつあるが、地域

交通計岡市IJ度のなかのパス政策については包括

補助の運用が~':.品、ている O

わが同でも、包括補助金化が自治体聞の広域

連携をi)油とした地域交通政策に与える影響につ

いて分析した萌芽的な研究がある。寺旧(2010)

は、国土交通省の地域公共交通活性化・再生総

合事業、および総務省の定住自立圏構想共生ビ

ジョンという、政策目的や補助対象が似た2つ

のスキームについて、これら両者に計画舎を提

出して採択された自治体の地域交通関係施策の

変化を分析している。長野県南信州地域の事例

では、中心市である飯田市が燐接する町との幹

線パスの越境路線とそれへの補助金問題につい

て広域連合のスキームそ適用して14市町村の連

携が実現した。

公営企業 2010.11

園国間一一

5. イングランドにおける第2期地域交
通計画の策定

現在、イングランドでは2006年度から2011年

度までを計画期間とする第2期地域交通計画

(Local Transport Plan)が運用されている。第

l期地主主交通計画において地方部の公共交通で

イノベーションを実現して全国的に話題になっ

た自治体の LTPのなかの公共交通戦略をみる

と、第 2期LTPではpartnership.integration. 

access for all.というキーワードが掠り返し使わ

れ、政府が設定したアジェンダに基づいた地域

の交通政策であること、そして地域の様々なス

テークホルダーとの連携をもとに策定された政

策であることが文章のなかで強調されている。

地域支通計蘭の策定にあたり、第 l期ではコ

ンペの形で交通計画の質を自治体罰で、競った

が、第2期では政府が各自治体に一定の予算額

を示し、それに対しでもっとも価値を発揮する

ような優先順位を付けたプログラムを策定する

ことが求められた。そして、政府により LTP

の質、第 1期LTPの達成状況、および第2期

LTPの目標達成状況をもとに、当初J示された

ガイドラインに:t2596の制楚が加えられる。

交通分野に関しては、まず政府と地方自治体

協会 (LocalGovernment Association)が共有

する政策の優先順位があり、「仕事やサービス

へのアクセスを改善し、特にそれらを必要とし

ている人々のために、維持可詑な方法で、改善

された公共交通、交通混雑・公安・安全性の問

題の解消をすること」と LTPに述べられてい

る。ローカルなパス政策については、その自治

体のおもなマーケット・タウンをつなぐ幹線パ

スサービスの整備が計画の中心に位置づけられ

る。
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6. 事例:ウィルトシャー・カウンティ

南西部のウイルトシャー・カウンテイは1998

年のルーラル-パス・チャレンジキIIIJJ)Jを得て、

1999年から需要応答型の「ウイグリーパス

(Wigglybus) Jを運行している。 1985年交通法

の手続きの下で、部分的な需要応答型の運行形

態をとる乗合パスサービスをイングランドで初

めて実現したことで有名になった自治体であ

るO 同地域は、イングランド内では珍しくパス

路線がまばらで、ウイグリーパスを導入する前

は車無しで東西にあるマーケット・タウン閏の

移動は嗣難だった。

ウィルトシャー・カウンティでは第2期地域

交通計画に2つのテーマ、

-アクセシピリティを確保すること

.交通混雑に取り組むこと

を設定している。

さらに、交通サービスに対する補助が財政的

に正当化されるかどうかを示す評価基準を定め

ている。ウイルトシャー・カウンティの場合は、

・政策の優勢JII引立が中位、下位に位置するス

クールパスについては、 1旅客1トリップあ

たり1.25ホ。ンドの補助

-都市部と地方部を結ぶ交通サーピスについて

はl旅客lトリップあたり2.30ポンドの補助

・その他すべてのサービスについては、 l旅客

lトリップあたり3.50ポンドの補助

と示している。イングランドの地民主連の分野

においては、政策評価の客観的な指標のひとつ

として 1旅客1トリップあたり(通常は2ポン

ド)の補助額で行政サーピスの効率性が肢しく

間われる。不採算だが社会的には重要な地h部

の公共交通サーピスに対する補助は、少なくと

も上記の評価基氷に照らすと例外にあたる。そ

-26-

撃選多 翠議翠翠謹翠霊翠翠怒霧援護

の場合は、どのような手続きを経て社会的に正

当化されるのであろうか。

地域交通計画 (LTP)を作成するプロセスで、

地方自治体は素案について広く地域の人々の意

見を集め、これを計画審に取り込む義務を負う。

これを「パフ事リック・コンサルテーションjと

呼ぶ。この手続きでは、自治体と交通問題にか

かわる地域の様々な団体とのパートナーシップ

が重視され、 LTPの素案をもとに l年以上か

けて自治体側の提案について公開討論会、イン

タビ、ュー調査、資料配布やインターネットでの

意見収集などの手法によって住民の意見が広く

収集される。どのような子続きによりパブリッ

ク・コンサルテーションが実施され、どのよう

な議論がなされたか情報開示することも LTP

策定の手続きの一部をなす。

ウイルトシャ一・カウンティの第2期LTP

では、政策の優先)11買位が高、中、低の3段階に

分けられ、カウンテイの地域特性を反映して重

損される政策が述べられている。高位の優先)11買

位が付けられたものは、以下のような4項目に

分けられている。

① 地域の戦略的な(交通)ネットワーク、お

よび拠点都市において、平日の昼間に交通

サーピスを供給する。

② その他の路線について、食料品や銀行、住

宅組合、郵便局、図書館、医療などがある地

方部のマーケット・タウンへのサーピス、お

よび地域の戦略的な(交通)ネットワークに

接続して大きな町に山られるように平日、少

なくとも毎日のパスサービスを維持する。

③他に合理的な代替手段が4Jniいような場所

で、通勤関係のトリップができるよう維持す

る。

④ カウンティの教育交通政策のもとで無償あ

去とg-企業 2010.11
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るいは補助された交通サービスを利用する権

利が無い児童が管轄区域内の学校に通学する

場合、一定数の利用者がいるときには交通

サーピスを供手合する。

①には、具体的な地名や目標とされる幹線

サーピスの水準が述べられているが、②から@

については社会政策的な意味でのアクセシピリ

テイの確保が重視される。これにより、人口密

度が極端に少ないため地域の人々にとっては重

要だが不採算の公共交通サービスは相対的に優

先順位が高くなる可能性がある。

この手続きの目的は、補助金の効率性だけで

なく、行政サービスの公平性についても一定の

配慮をすべきであり、そのために地域住民の合

意を作ることにある。このような地域交通計両

の策定方法が、社会的包摂の推進という国民的

な合意のもとで運制されていることは注目に備

する Q

7. イングランドと日本の福祉割引運賃
制度の遣い

わが国でも社会的包摂という政策課題や相対

的貧困という状態に似たような社会問題がH々

じてはいるものの、一般の人々に広く認識さ

れているとは言い空!tい。その一方で、、高齢者ヤ

障害者に対する自治体の裁量による福祉割引運

賃制度の運営については歴史的経梓があり、イ

ングランドの自治体との共通点も少なからず見

られる。

対照的な点は、 H本の場合は1970年代前半、

来京都をはじめ革新系と呼ばれた一昨の自治体

が経営する公営パスについて高齢者への運賃無

料化が一斉に導入された点であろう。偶然の産

物で自治体がこの制度を生み出したわけだが、

以下では、社会的背封、制度の根拠、財源、財

公営企業 2010.11 

政規律、および運営主体について、イングラン

ドの福松割ヲ|運賃制度との違いを簡略に述べ

る。

(1) 社会的背景

1970年代当時の高度経済成長に取り残された

高齢者の経済的な救済が、革新系自治体によっ

てシピルミニマムという思想的なパックボーン

とともに提起されたという点では、イングラン

ドの社会的包摂が捉起された環境に似ている点

カfある。

シピルミニマムという言葉は、イングランド

政府の諮問を受けて1942年にベヴァリジ委員会

が発表した報告書?社会保険および関連サービ

スjのなかで使われた基礎年金に渇するナショ

ナル・ミニマムの概念を日本の市民生活にパラ

フレーズしたものである。その主張は、市民は

最低|出の所得だけでなく健康にして快適な生活

をする基本的な桂利(生活権)を持っとする。

ただし、個人がナショナル・ミニマムの水準の

基礎年金を受給するためには屈が運営する公的

年金制定に加入することが義務となる Oつまり、

受託と負担という到来で個人と国家の聞に交換

関係が成り立つことが前提となることを忘れて

はならない。

一方、日本のシピルミニマムの考え11では、

制度的、能力的lこもっとも不利な立場にある

人々への所得分配に留意することで、連帯広の

ある社会を指向するという公正さの価値基準が

強調された。その際、福松政策として市民が享

受すべきサービスは、原則として自治体により

無料で供給されるべきであるとされ、医療、公

共交通などがこれにあたるとされた。これらの

行政サ←ピスの現物給付により、高齢者の生活

支援が行なわれてきた。

しかし、福祉劃引運賃制度創設の真のねらい
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写真2 岩田市営パスは2003年から高齢者に運賃の一部負担を定め
た。その代わりに、適用者 (70歳以上)すべてに敬老優待証を
郵送するという手続きに切り替えた。 (2007年筆者撮影)

は、公共交通についてはオイルショック後に人

{牛費が急、1誇した公営パスの経営郊のj支済にあっ

たという点で、~初からシピルミニマムの理念

とは大きなズレがあった。

(2) 制度の根拠

fljlJ皮の根拠については、|泣古一五ーと高齢者では

異なる。公営パスを経Ji--している自治体では、

心身障害者とその介1古人に対しては条例を定

め、特殊乗車券 (f支 l~j' ]i ìE)が交付され、運賃が

半額(1日運輸省の辿速にまづき全悶 A律に半額

は事業者の負担)となる。これに対して、高齢

者(年齢による定義も口治体の2支出:で、決められ

るが、近年は概ね70歳以1::.)(こ対する運賃割引

として国が明文化したものは何も無い。そのた

め、自治体により異なる対 L-tsがとられてきた。

公営パスの描祉割引迎tEについては、有資活

者は無料またはilittの 吉[;負担lにより公営パス

を無市1Jp.具に利用できるという点で特異なブライ

シングであった。また、 [j;];lill)主:カ{j自}刊されるの

は行政区内のー股来合のパスサーピス利用に現

-28一

られるという点は、イングランドの臼治体の裁

量的な福祉割引制度と|百jじであるつ自治体によ

り手続きが異なるが、その多くは，~'jÎ:î~ì有白身が

申請して優待証の交付を受けるという点で、利用

者に負担をかける制度でもある。

(3) 財源

自治体の裁量による福祉割引運賃制度につい

ては、当初から自治体の地)j単独事業として運

され、市Ij度の創設当初から一般財源と特別交

付税が充てられていた。そのため、|百j制度にど

れぐらいの財源が充てられているか全容を把握

するのは難しい。

財源的な分権化が進まない日本の地メj!司令政制

度のもとで、 1970年代から白治体がイニシアチ

ブをとって福祉割引運賃制度を逆甘してきたこ

とは、行政組織の構造が異なるため単純な比較

は適切ではないが、イングランドに比べると行

政および財政上の分権的な運営が時保されてき

たとみてよいであろう。

ただし、賞還は自治体のイ12会計ーから公営パ

三~.~.~.{t主、 2010.11 
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ス(地方公営企業)を経営する交通局(目別会

計)へ繰出という形で行なわれている。 従って、

予算制度のもとでは割引運賃の前払し、という:11:;'

になるため、交通局の経営努力やサービス水準

の改善を促すことができなL、。

(4) 財政規律

このような地方公営企業としての公営パスの

福祉割引運賃制度を運用している自治体が2010

年3月末で27と少ないこと、およびローカルな

パスサービスについて高齢者と障害者の運t~ M;

料化を実現したイングランドに比べると、日本

では社会政策としての公共交通サービスはかな

り貧弱な状況にみえる O

しかし、財政規律という視点からみると、必

ずしも日本の制度が劣っているとも言えない。

寺田 (2007)によれば、自治体の一般会計から

特別会計への繰出は3つのパターンに分けるこ

とができる。第 1は{愛f主主11:の交付枚数と'主!奈の

利用者数を関連づける、第2は交通局が毎年6

月に行なう実態調査に基づいて!í11~HJI却を算定す

るO そして、第3は優待祉の交付枚数と関係な

く自治体が繰出額の上限を設定しているパター

ンである O第lと第2のパターンは利用者数を、

その計測方法にかなりの問題があるにせよ把握

している。第3のパターンは、当の臼治体の税

収見合で繰出にヒ限を設けている。

近年、公営交通を持つ円治体で、はシピルミニ

マムとして高齢者に公営パスサービスを無料で

供給することについて、地方議会で、議論がなさ

れた。それは高齢者についてi単位の…奇1;れ!日者

負担を導入する提案が行なわれたとき、そして

市町村合併により同制度の適用者が急増したと

きである。

高齢者による運賃の一部負担について円治体

に見出せる共通点は、それを導入するかどうか

公営企業 2010、11
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は福祉t~i引運賃制度を運営している関係部署が

管轄する民生費への予算次第であり、利用者の

負担額についても特に算定根拠となるものは無

い(寺田 (2007)参照)。

最近l土、行政サービスの公平性を理由に、公

営パスの路娘が無かった地域に乗合タクシーを

導入する自治体もみられ、過疎化と高齢化の加

速とともに財政負担が増加するものと予想され

る。これを持続可能な制度にするためにも、 li'l]

齢者の交通行動を把握しこれに基づく制度に再

構築する必要がある。

(5) 運営主体

公共交通サービスに改善をもたらす補助政策

かどうかという点で、イングランドにおける福

祉害円|運賃制度と異なる点がある。

日本では福祉割ヲ|運賃を管押する主体は、お

もに自治体の社会福祉部局であり、予算項目は

扶助費で、ある。予算規模として相対的に大きい

が、社会福祉部局の職員は地域の公共交通政;12

を策定する立場にはなし、。そのため、高齢者と

障害者の自立的な生活を支援することが行政の

喫緊の課題となっているにもかかわらず、自治

体の公共交通政策に同制度をうまくリンクさせ

ることができないという問題を抱えている。

今日まで、公共交通が都市公共交通サービス

の質の向上に果たしてきた実績を考えると、地

方議会は福祉割引運賃制度の口J否だけでなく、

公共交通のサービス水準や運賃をどのように決

めるのか、そのための経営費補助をどれぐらい

負担し、どのような地域交通を実現するのが納

税者にとって望ましいのかという詰論を提起寸

べきであろう G その|禁には、公営交通だけでな

く|可制度を適用されるかもしれない民間部門の

交通事業者を想定したプランニングが求められ

る。
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社会保険および関連サービスj至誠堂、 1969

年)

注

i 社会的排除が地域的，世代的に継承され，貧閣

のサイクルから抜け出せなくなる状態が社会問

題として捉えられた。失業中の若f下層や教育，技

能習得のトレーニングを必要としている人々が

おもな対立Lとされた。

2 UK Department of Transport [2004] p. 19を参

日召

3 優待誌と異なり，トークンの場合はあらかじめ

利用できる金相が決められているので自治体に

とって管理しやすい運賃割引である o 2003年時

点で自治体が裁量で運用している福祉割引運賃

スキーム287件のうち約40%がトークンであっ

fこ。

4 イングランドよりも一足先にローカルのバス

運賃を無料化したウエールズについては、新笈

に福祉割引俊待註を取得した高齢者の場合は、

既存の福祉訟引優待証保有者のトリップ率より

も50%だけ向いという指摘がある O
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